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経済社会総合研究所の組織体制

８号館（13階、14階）場所

人員

職員： 定員は１３８名（R5.4.1時点）
客員主任研究官・客員研究員： 大学教授など（２８人）

総合調整
人事、会計

基礎的研究

国際コンファレンス等
の開催

情報システム

景気動向指数等の
景気統計の作成

ＧＤＰ等
国民経済計算の作成

経済研修等の実施

次長 総括政策研究官所長

景気統計部長

上席主任研究官
主任研究官

経済研修所長※次長兼務

情報研究交流部長

名誉所長

企画調査課長

国際基準課長

国民支出課長

国民生産課長

分配所得課長

価格分析課長

国民資産課長

サテライト勘定課長

国民経済計算部長

会計課長
総務課長総務部長

地域課長
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(英語名:Economic and Social Research Institute:通称ESRI)



2.国民経済計算

4



国民経済計算とは？
国民経済計算＝SNA：System of National Accounts
一国経済の動向について、フローとストックの両面から包括的・整合的に記録する
一国全体の会計。代表的な指標が、国内総生産＝GDP：Gross Domestic Product)
 フロー ：ある期間中の取引から生まれた生産・分配・支出等
 ストック：ある期末時点における資産・負債、正味資産の残高

国際連合で採択される国際基準に基づき、各国政府が自国のSNAを作成・公表
日本では内閣府ESRIが担当
 記録の原則や記録すべき範囲等を示すルールブック。企業にとっての会計基準

1953SNA
フロー面のみ

1968SNA
ストック面に拡充

1993SNA
無形資産の反映等

2008SNA
R&D、防衛装備品の反映等
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高度経済成長期
（平均9.7％）

1970、80年代
（平均4.4～4.5％）

1990年代
（平均1.3％）

2000年代以降
（平均0.6％）

（％）

GDP成長率（＝経済成長率）の長期的推移
実質GDPの対前年比成長率

：実質GDPは、名目GDP（いわば額面）から物価変動の影響を除いたもの
（実質GDP＝名目GDP／GDPデフレーター）

（暦年）（出所）内閣府「国民経済計算」より作成。1980年までは平成２年基準、1981年以降は平成27年基準の計数。
直近の計数は「2023年１-３月期四半期別GDP速報 （１次速報値）」より。黒の折れ線は期間平均成長率を示す。
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GDPの三面等価

（出所）内閣府「2021（令和３）年度国民経済計算年次推計」より作成。

0 100 200 300 400 500 600

支出側 民間最終消費支出（家計消費）
53.5％

民間企業設備（設備投資）
16.2％

政府最終消費支出
21.4％

公的固定資本形成（公共投資）
5.6％

在庫変動 0.0％
純輸出 ▲0.5%2021暦年の名目ＧＤＰ：549.4兆円

民間住宅
3.8％

0 100 200 300 400 500 600

生産側

第一次産業（農業等）
1.0％

第三次産業（サービス業）
72.7％

輸入品に課される税
0.6％

統計上の不突合
▲0.3%

第二次産業（製造業、建設業等）
26.0％

0 100 200 300 400 500 600

分配側 雇用者報酬（賃金×雇用者）
52.5％

営業余剰・混合所得
13.9％

固定資本減耗
（減価償却）

25.2％

生産・輸入品に課される税
（消費税など間接税）

8.5％

統計上の不突合
▲0.3%

（兆円）

（兆円）

ＧＤＰ（2021暦年・名目）
GDPには支出、生産、分配の三面があり、概念的には一致する（三面等価）
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項目 利用している主な基礎統計等

家計消費 生産動態統計、サービス産業動向調査、家計
統計、家計消費状況調査 等

設備投資 生産動態統計、特定サービス産業動態統計、
短観、法人企業統計 等

民間住宅 建築物着工統計 等

政府消費 基金統計月報、国民健康保険等の医療費速報、
介護給付費の状況、人事院勧告 等

公共投資 建設総合統計 等

在庫変動 鉱工業指数、商業動態統計、法人企業統計等

輸出入 国際収支統計 等

ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ 消費者物価指数、企業物価指数 等
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四半期別ＧＤＰ速報
GDP＝家計消費＋設備投資＋民間住宅＋政府消費＋公共投資＋在庫変動＋輸出－輸入

QEで利用している基礎統計の例 ＧＤＰ水準の推移

（出所）内閣府「2023年１‐３月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）」より作成。
季節調整系列、年率。実質ＧＤＰは2015年価格を参照。

フローからストックまでのSNAの全体は、年一回「年次推計」として作成・公表。
よりタイムリーに経済動向を把握し、景気判断に資する観点から、「四半期別ＧＤ
Ｐ速報」（ＱＥ：Quarterly Estimates of GDP）として、四半期ごとに支出側
GDPや雇用者報酬を作成・公表。
 １次速報：ある四半期の約１か月２週間程度後に公表
 ２次速報：ある四半期の２か月10日程度後に公表
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2025SNAに向けて

デジタル化への対応

グローバル化への対応 Well-being、持続可能性の反映

コミュニケーション

2008SNA以降、急速に進展している
データ経済化などデジタリゼ―ションを

如何に的確に反映するか
例：データ投資、暗号資産

グローバル化の更なる進展に
如何に的確に対応できるか

例：ブランド資産投資、多国籍企業

豊かさの計測に関する議論が深まる中、
SNA体系として如何に対応できるか

例：家計の所得・富の分布、
人的資本、自然資源の枯渇

統計ユーザーのSNAに対する理解を如何に深める工夫ができるか

現在、2008SNAの次の国際基準(2025SNA(仮称))に向けて国際的な議論が展開中
 経済のデジタル化・グローバル化の進展、スティグリッツ委員会など

well-being論議への対応が主な課題
 ESRIでは、OECDや国連の国際会議に参加するなど積極的に議論に参画

また、採択後の早期の導入に向け、重要課題の研究プロジェクトを推進中(後述)
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3.景気統計

10



（備考）内閣府「景気動向指数」より作成。シャドー部分は景気後退期を示す。

景気基準日付（景気の山・谷）
景気動向指数（CI）の構成指標の動き等をもとに、景気動向指数研究会（座長：吉川洋
東京大学名誉教授）での議論を踏まえて、経済社会総合研究所長が、景気の山・谷を設定。

米国では、NBER(全米経済研究所)が、専門家で構成される委員会の議論を踏まえて、景気の山・谷を判定。

・景気の現状把握等のため、景気に敏感に反応する指標を選択・合成した指数。毎月作成・公表。
・景気動向指数でみた基調判断も毎月公表。あらかじめ決められた基準に機械的に当てはめて判定。

（「改善」「足踏み」「局面変化」「悪化」「下げ止まり」の５段階で表現）

海外では景気の山・谷はどこが決めている？

景気動向指数とは？

景気動向指数(CI一致指数)

(2015年=100)

(年)

2022年７月の景気動向指数研
究会で、第16循環の山(2018年
10月)・谷(2020年5月)を確定。
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景気動向の早期把握
＜機械受注統計調査＞
設備投資動向の早期把握のため、民間企
業による設備用機械類の受注実績を毎月
調査・公表。「船舶・電力除く民需」は
民間設備投資の先行指標とされている。

消費者態度指数と主な構成指標

＜消費動向調査＞
消費者マインドや予想物価上昇率を把握
するため、全国より抽出した世帯に対し
毎月調査・公表。

（備考）上図は内閣府「2021年度（令和3）年度国民経済計算年次推計」より作成。

下図は内閣府「2023年1-3月期四半期別GDP速報（1次速報値）」及び「機械受注統計

調査」より作成（いずれも名目年率換算値。民需（船舶・電力を除く）は公表値である四

半期値を4倍している）。

（備考）内閣府「消費動向調査」より作成。
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消費者態度指数

収入の増え方

耐久消費財の買い時判断

暮らし向き

雇用環境

7%

7%
32%

約90兆円
（2021年） 輸送用機械

情報通信機械
その他の機械・設備
（半導体製造装置、建設用機械等）

SNA民間企業設備・季節調整値
（右目盛）

民需（船舶・電力を除く）・季節調整値
（左目盛）

機械受注

設備用機械類は、
SNA民間企業設備の４割強を
占める。
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（備考）内閣府「消費動向調査」より作成。
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4.研究
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GDP 統計に関する研究、マクロ経済・モデ
ルに関する研究、少子高齢化・男女共同参画社
会に関する研究等を行うことにより、政策判断
に資する基礎的材料を提供し、諸政策の企画立
案・推進を支援。

また、内外研究者による国際共同研究を実施
している。

研究所が発行する学術誌「経済分析」や
「ESRI Discussion Paper」等の形で、研
究所内外の研究者研究成果を対外発信。

また、内閣府経済財政政策担当部局の施策
や当研究所の研究成果等に関する情報提供を
行うため、年４回程度、「Economic and 
Social Research（ESR）」を発行。

● 経済社会活動に関する研究

● 研究成果物の対外発信
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令和5年度における研究テーマの全体像

R5-R6年度国際共同研究「少子化・女性活躍の経済学研究」

2025SNA（仮称）に向けた対応 マクロ経済・モデル研究

「包摂的な経済社会」創出に関す
る研究

◆デジタルエコノミー・サテライト勘定の検討

◆環境要因を考慮した経済統計・指標(グリーン
GDP)の研究
◆SNAの枠組みにおける家計の所得・消費・資産
の分布の計測に関する研究
等

◆「GTAPモデル」を用いた貿易効果分析

◆「CGEモデル」を用いた炭素国境調整措置等
の効果分析
◆「短期日本経済マクロ計量モデル」等を活用
したマクロ経済分析
等

◆ウェルビーイングに関する研究
◆少子化対策・男女共同参画に関する研究

・子育て費用に関する研究
・女性経営者が直面する経営課題に関する研究
・男女間賃金格差が労働供給に与える影響の研究等

◆柔軟な働き方と個人の社会生活
等
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環境要因を考慮した経済統計・指標
(グリーンGDP)に関する研究

GTAPモデルを用いた貿易効果分析 ウェルビーイングに関する研究

◆脱炭素社会の実現に向け、環境と経済の関
係の「見える化」が重要な課題。

◆国際機関(OECD等)で取り組まれている、
温室効果ガスや大気汚染物質の削減等の環境
保全活動を経済成長率にプラス評価する「汚
染調整済経済成長率」の研究を踏まえて、我
が国の暫定的な成長率の試算を公表。

◆今年度は「汚染調整済経済成長率」や温室
効果ガス等の排出勘定の試算を更新するとと
もに、鉱物資源、土地、水産資源、木材資源
等といった「自然資本」の推計を行う。

◆GTAP (Global Trade Analysis Project) モデ
ルは、米パデュー大学を中心としたグルー
プにより開発された応用一般均衡モデル。
当研究所は同モデルを活用し、内閣官房
TPP本部が行うCPTPP(※)拡大等の経済効
果試算について支援を行っているところ。

◆今年度は、CPTPPの英国等の加盟国拡大
に伴う貿易効果に係る分析を行う予定。

◆経済的な豊かさや心身の健康、社会的健
康など、多様な対象を総合的にとらえる
ウェルビーイング(well-being)の視点を取
り入れた政策推進が近年重要となってい
る。

◆従来当研究所が一橋大学の小塩隆士教授
と連携して行っていたコロナ禍での行動変
容研究を発展させる形で、測定すべき主観
的ウェルビーイングのあり方に関する研究
を連携して行い、医療や健康行動、孤独な
どとの関係性について分析を深めていく。

令和5年度における研究プロジェクトテーマの例

2025SNA（仮称）に向けた対応 マクロ経済・モデル研究 包摂的」な経済社会創出
に関する研究

※Comprehensive and Progressive Agreement 
for Trans-Pacific Partnership:環太平洋パートナー
シップに関する包括的および先進的な協定

OECDによる「汚染調整済経済成長率」の推計結果
（1991～2013年の平均）
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５.研究交流
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ESRI政策フォーラムの企画立案・開催
重要な政策課題を取り扱い、政策形成に資するとともに、広範な議論を喚起
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ESRI政策フォーラムの開催実績
令和４年９月以降、様々なテーマで、月に１回程度開催

←  これまでの
←  開催概要は
←  こちら
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ESRI国際コンファレンスの企画立案・開催
世界的にも有名な経済学者を招いた国際コンファレンスを開催
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６.研修
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経済研修所
経済分析等の専門知識の習得を目的として、計量経済分析、経済理論等の研修を実施

＜令和５年度研修計画＞

23

※受講対象：全省庁の職員（EBPM研修を除く）
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